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研究成果の概要（和文）： 
生活関連物質による環境汚染を明らかにし、この種の物質がストックホルム条約の追加物質

として新たに登録される可能性を検証した。実験の結果、紫外線吸収剤の UV-327 (CAS #:  
3864-99-1)は、同条約附属書 D の 5 項目の基準をほぼ満たし、附属書 E の 7 項目の基準に関す

る科学的知見も集積されつつある様子が窺えた。UV-327 は POP 条約の追加物質になる可能性

があり、今後は附属書 E および F に関する詳細な情報収集と解析を行う必要がある。 
 
研究成果の概要（英文）： 
This study has tried to find new emerging contaminants which have characteristics similar 
to Persistent Organic Pollutants (POPs) in the environment. Four benzotriazole UV 
stabilizers (BUVSs) were focused as the ‘Candidate of POPs’, and their environmental 
fates, such as bioaccumulation, geographical distribution, temporal trends and source 
identification were investigated by analyzing environmental samples (n=336). As the 
results, it may be possible to conclude that UV-327 (CAS #:  3864-99-1) could be a 
candidate of the POPs Convention. Further studies are needed to evaluate environmental 
risks and human exposure to UV-327. 
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１．研究開始当初の背景 

 近年、世界各地で医薬品および生活関連物

質 (PPCPs)による生態系汚染とリスク評価への

関心が高まっている。これらの物質は概ね水溶

性が高く、環境残留性は低いと考えられていた

が、最近の調査により環境中で難分解かつ生物
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蓄積性が高いなど、既知の難分解性有機物質

（POPs）と類似の特徴を有する可能性が示され

た。ところが、難分解性PPCPsとPOPsの環境特性

を比較・解析した例は極めて少なく、その理由

にこれらの科学的知見が欠落していることが挙

げられる。 

ストックホルム条約 (POPs条約)や欧州共同

体が推進するREACH（人工化学物質の登録・評

価・許可・規制に関する規則）の制定等によ

り、難分解性化学物質の国際的な管理が厳しく

問われる中、新たなPOPs候補物質を探索し、そ

の環境特性を理解することは、日本を含む全球

的な汚染リスクを早期に削減する上で重要な意

味をもつ。また、現時点で難分解性PPCPsに

着目して調査研究に取り組み、科学的知見

を積み重ねることは、POPs条約等の化学物

質の管理方法を定める議論の場で、日本が

国際合意の促進に寄与する知見を提供する

ことにも繋がろう。 

 
２．研究の目的 

 本研究は、難分解性PPCPsの「ベンゾトリア

ゾール系紫外線吸収剤（UV-320, UV-326, UV-327, 

UV-328)」と「人工香料（HHCB, AHTN）」に着目

し、これらがPOPs条約に新規登録される可能性

の検証を目的とした（図1）。具体的には、POPs

条約の登録申請に必要な同条約附属書D, Eの各

項目について、環境分析で得られた科学的知見

と、文献等の情報を基に解析・評価を行った。 

 
３．研究の方法 

国内外から採取した生物・底質・水質・ダ

スト等の環境試料 (n=334)を分析に供した。

具体的には、POPs 条約附属書 Dの評価項目の

「生物濃縮性」の解明は、有明海から採取し

た海洋生物と、日本・米国・韓国・中国・ス

ペインからそれぞれ採取した人体脂肪を分

析して行った。附属書 Dの「長距離移動性（広

域汚染）」の把握は、アジア沿岸の 10 の国と

地域（韓国、香港、中国、フィリピン、イン

ドネシア、マレーシア、カンボジア、インド、

ベトナム・日本）から採取したイガイ試料を

分析して行った。また、1994/95 年と 2004/05

年に米国西海岸（アラスカ州・オレゴン州・

カリフォルニア州）17 地点からそれぞれ採取

したイガイ試料を分析し、濃度値の地理的分

布と経時変化を調べた。また、POPs 条約附属

書 E の「監視に基づく資料（経年変化）」の

調査は、過去 30 年間に日本近海で採集した

海生哺乳類の脂肪組織と、東京湾から採取し

た柱状底質試料を分析した。附属書 Eの「発

生源」の検索は、中核都市にある排水処理施

設から採取した水質・汚泥と道路粉じん試料

を採取、分析して行った。得られた実験結果

と文献等の情報を併せて解析し、難分解性

PPCPs の POPs 条約登録への可能性を探った。 

分析方法は既法に従い、試料を有機溶媒で

抽出した後、ゲル浸透クロマトグラフおよび

シリカゲルカラムで前処理を行った。試料溶

液を濃縮後、ガスクロマトグラフ質量分析装

置 (GC-MS)で目的物質の定性・定量を行った。 

 
４．研究成果 

有明海の海洋生物を分析した結果、高次生

物を含むほぼ全ての検体から紫外線吸収剤

と人工香料が検出された。イルカにおける

UV-327（紫外線吸収剤）の生物濃縮係数は

33,300 であり、有機塩素系農薬のヘキサクロ

ロサイクロヘキサン (HCHs)のそれとほぼ一

致した(図 2)。このことから、UV-327 は POPs
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logKow=7.22
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logKow=8.28

UV-328

MW=357
logKow=7.81

UV-327
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UV-326

第一種特定化学物質

第一種監視化学物質

Sunglass

ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤 (BUVSs) 人工香料

MW=258
logKow=5.9
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MW=258
logKow=5.7

図1 難分解性PPCPs（紫外線吸収剤と人工香料）の化学構造



 

 

と同程度の生物蓄積性を有する可能性が窺

えた。 

日本人、米国人、韓国人、中国人、スペイ

ン人の脂肪組織から UV-327 が検出され、紫

外線吸収剤の高い生物蓄積性が示された。 

アジア沿岸と米国西海岸から採取したイ

ガイを分析したところ、ほぼ全ての試料から

難分解性 PPCPs が検出され、これらの広域汚

染の存在が明らかになった。とくに、紫外線

吸収剤は日本、韓国、香港、人工香料は韓国、

米国からそれぞれ採取されたイガイで高濃

度を示し、汚染の程度に顕著な地域差が観察

された。 

東京湾の柱状底質試料を分析したところ、

深層から表層にかけて紫外線吸収剤濃度の

上昇が確認された。概ね、1960 年～70 年代

の底質層からこれらの物質が初めて検出さ

れ、1980 年代後半から 2000 年にかけて濃度

値の極大が見られた。このため、日本では紫

外線吸収剤による汚染が現在も進行中であ

ると考えられた。 

排水処理施設の流入水、流出水、汚泥を分

析した結果、その全てから紫外線吸収剤が検

出された。流入水に比べて流出水の濃度値は

顕著に減少しており、処理過程におけるこれ

らの分解や汚泥へ吸着が示唆された。流出水

から紫外線吸収剤が検出されたため、排水処

理施設がこれらの環境排出源である様子が

窺えた。また、国道沿いの道路粉じんから紫

外線吸収剤が検出され、濃度値と車両交通量

との間に有意な相関が得られた。このことか

ら、車が紫外線吸収剤の発生源であり、道路

粉じんが雨水等で河川へ流出して水環境の

汚染を招く様子が示された。 

POPs条約附属書Dに記載された化学物質の

環境半減期の基準は、水中が 2 ヵ月（約 60

日）以上、土中と堆積物中がいずれも 6ヵ月

（約 180 日）以上とある。ベンゾトリアゾー

ル系紫外線吸収剤の環境半減期に関する実

験データは存在しないため米国環境保護庁 

(US EPA)の OSCPP (Office of Chemical Safety 

and Pollution Prevention)が監修する環境

評価ソフト「PBT Profiler」から UV-327 の

環境半減期を計算した。その結果、水中、土

中、堆積物中の半減期はそれぞれ 60 日、120

日、540 日であり、堆積物の日数は附属書の

基準（180 日）を大幅に超過していることが

わかった。また、水中の半減期附属書の基準

と同程度であり、UV-327 は POPs 条約の追加

申請に必要な附属書 Dの条件をほぼ満たして

いることが示された。また、発生源に関する

知見や環境情報など、付属書 Eの 7 項目の基

準に関する科学的知見も蓄積されてきてお

り、UV-327 は POP 条約の追加物質になる可能

性が高いといえよう。 

2011 年 4 月下旬、ジュネーブで行われた

第 5 回 POPs 条約締約国会議 (COP 5)におい

海水1)

(0.12 ng/L)

小魚
(0.39 ng/g)

イルカ*
(4.0 ng/g)

BCF: 3,250

BCF: 33,300
BCF: Bioconcentration Factor（生物濃縮係数）

* :  イルカの濃度は脂肪中の化学物質負荷量を体重で除して算出。

図2 海洋生態系におけるUV-327の生物濃縮係数 (BCF)
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図3 東京湾の柱状底質試料における紫外線吸収剤の濃度分布



 

 

て、一年後にエンドスルファンが同条約附

属書 A に追加されることが決定した。POPs

条約に追加登録される化学物質は増加傾向

にあり、その流れは今後強まることが予想

される。こうした中、現時点で難分解性

PPCPs に着目して調査研究に取り組み、科

学的知見を積み重ねることは、POPs 条約や

REACH 等の化学物質の管理方法を定める議

論の場で、日本が国際合意の促進に寄与す

る知見を提供することにも繋がる。本研究

で得られた成果は、環太平洋域の環境監視や

リスク評価等の専門家に貴重な示唆を与え

られるものであり、ストックホルム条約 

(POPs条約)やREACHで議論される環境政策上

のニーズに資する基礎情報を提示できたと

いえよう。 
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